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ロシアにおける出生規定要因

マイクロデータによる接近
＊　＊＊

雲 和　広

　本稿は，ロシアで実施されているサーベイ調査（Russia　Longitudinal　Monitoring　Survey，　RLMS）の

個票データに依拠し，1995年から2004年までの出生を説明する要因の抽出を行う．

　ソ連崩壊後のロシアにおける全国レベルで見る出生動態を概観すると，多く指摘される経済環境の

変動のみならず，出生の近接要因もまた概ね出生率の動向と直感的に一致する形で推移していること

が看取出来，ロシアにおける合計特殊出生率の低下及び上昇もまた人口学的なタイミング効果等によ

って影響を受けている事が示唆される．ロシアの出生率に関して，マイクロデータを利用した先行研
究は多くはないが，体制転換に伴う経済の縮小を出生率低下の要因とする議論が頻繁になされる一方，

ロシア本国の人口学者や社会学者を中心に，1990年代以降のロシアにおける出生率の低下は人口変
動の長期的過程に位置付けるべきとする主張も根強い．

　先行研究は全て2001年までの出生データを利用するに留まっていたが，本稿はそののち出生率が
持続的に上昇し続けた2004年に至るデータを用いた分析を行った．家計の所得水準が出生確率の決
定に有意な影響を与えないことが示されたが，これは経済成長が直接的に出生率の回復につながるも

のとは言えない可能性があることを意味し得るものである．広い意味での社会状況が出生確率を上昇
させる可能性は示唆された．最後に本稿の分析から得られた示唆と併せ，プーチン政権（～2008年5

月）末期から導入が開始されたロシアの出産奨励策を人口学的視点から鑑みる．
JEL　CIassification　Codes；J11，　J13，　P29

1．はじめに

　多くの国で出生率の低下が長らく論じられて

きたことは周知の通りであるが（Kohler，　Billari

and　Ortega，2006；大淵，1988），経済体制の移

行が始まった1990年代初頭から21世紀に至る

旧社会主義諸国においても，出生率の低下は焦

眉の課題であり続けている（Philipov　and　Dor－

britz，2003）．1990年における当該諸国の合計

特殊出生率（Total　Fertility　Rate，　TFR）は概ね

西部ヨーロッパ諸国のそれを上回っていたが，

その後急速に低下を続け2000年には後進地域

である旧ソ連圏の中央アジア／コーカサス諸国

／モルドバ，そしてアルバニア及びモンテネグ

ロを除き全ての地域でTFRは1．7未満となり，

過半の国が1．5を下回る低い出生率を示してい

る（Eurostat，2002；Council　of　Europe，2001；

Council　of　Europe，2005．表1参照）．

　ロシア連邦は言うまでもなくそうした国々の

中の1つである．1989年のロシアのTFRは
2．01という値を示していたが体制転換の開始か

ら急激な低下を見せ，1999年・2000年には

TFRが1．20を下回る迄に至ったのである．こ

れについては直感的にいくつもの要因を挙げる

ことが出来る．GDPの急激な低下に伴う所得

の減少は当然，家計の育児コスト負担能力を低

下させたであろう．また元来旧ソ連圏は高い女

性就業率を見せることで知られていたが，就業

率がさして低下しないままかつて原則的に無料

であった保育園・幼稚園等の社会的な子育て支

援施設が有料化されたこと，また企業の管理下

にあった幼稚園等の閉鎖が相次いだこと等も指

摘される1）．

　ロシアでは1992年から総人口の減少が生じ，

ロシア政府もこれに対して様々な対策を掲げて

きた（久保庭2006；溝口2007）．TFRが1．2を

下回った1999年・2000年を受けて2001年に

作成されたロシア連邦政府「2015年までのロ
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表1．移行諸国の合計特殊出生率

1965　　1970　　1975　　1980　　1985　　1990　　1992　　1995　　2000　　2005

アルノミニア 5．4　　　4．8　　　4．4　　　3．7　　　3．2　　　29　　　2．8　　　2．6　　　2．3　　　1，8

ブルガリア 2．1　　　2．2　　　22　　　2．1　　　2．0　　　18　　　　1．5　　　1．2　　　1．3　　　1．3

チェコ
2．2　　　1．9　　　2．4　　　2．1　　　2．O　　　l9　　　　1．7　　　1．3　　　1．1　　　1．3

スロバキア
2．8　　　2．4　　　2，6　　　2，3　　　2．2　　　2．1　　　2．0　　　1．5　　　1，3　　　1．3

ノ、ンガリー 1．8　　　2．0　　　2．4　　　1．9　　　1．8　　　1．8　　　L8　　　1．6　　　1．3　　　1．3

ポーランド
2．5　　　2．2　　　2．3　　　2．3　　　2．3　　　2，0　　　1．9　　　1．6　　　1．3　　　1．2

ルーマニア

モンテネグロ

1．9　　　29　　　2．6　　　2，4　　　2．3　　　1，8　　　L5　　　1．3　　　1．3　　　1．3

旧ユーゴスラビア

旧ソ連

バルト

東スラブ

2．5　　　2．4　　　2．4　　　2．3　　　2．3　　　2．0　　　1．8　　　1．8　　　1．8　　　1，6

クロアチア　　　　　　　　2．2

セルビア　　　　　　　　　2．4

ボスニア・ヘルツェゴビナ　3．4

2．0

2．3

28

2．0

2．2

2．4

1．9　　1，8

2．1　　2．0

2ユ　　1．9

1．6

1．8

L7

1．5　　　1．6　　　L4　　　1．4

18　　　1．7　　　1．5　　　1．5

1，5　　　1．5　　　1，4　　　1．2

マケドニア 3．6　　　3．1　　　2．8　　　2．5　　　2．1　　　2．O　　　　Lg　　　　L8　　　　1．6　　　　1．5

スロベニア
2，3　　　2．2　　　2．2　　　2．1　　　1．7　　　1，5　　　1．3　　　1．3　　　1．3　　　1．3

ラトビア 1．7　　　2．0　　　2．0　　　1．9　　　2．1　　　2，0　　　1．7　　　1．3　　　1．2　　　1．3

リトアニア 2．2　　　2．4　　　2．2　　　2．0　　　2ユ　　　2．0　　　1．9　　　1．6　　　1．4　　　1．3

エストニア

ロシア連邦

1．9　　　2．2　　　2．1　　　2．0　　　2．1　　　2．0　　　1．7　　　1．3　　　1．3　　　1．5

2．1　　　2．0　　　2．0　　　1．9　　　2ユ　　　1．9　　　1．6　　　1．3　　　！．2　　　1．3

ベラルーシ
2．3　　　2．3　　　2．2　　　2．0　　　2．1　　　19　　　1．8　　　1．4　　　1．3　　　L2

ウクライナ 2．0　　　2．1　　　2．0　　　2，0　　　2．1　　　1．8　　　1．7　　　1．4　　　1．1　　　1．2

モルドバ 2．9　　　2．6　　　2．5　　　2，5　　　2，6　　　2．3　　　2，1　　　1，9　　　1．6　　　1．7

コーカサス

アルメニア

アゼルバイジャン

3．8　　　3．2　　　2．7　　　2．4　　　25　　　2．5　　　2．4　　　2．0　　　1．7　　　1．7

5．2　　　4．7　　　39　　　32　　　2．9　　　2．7　　　2．7　　　2．3　　　2．0　　　2．0

グルジア 28　　　2．6　　　2．5　　　2．3　　　2，3　　　2．1　　　2，0　　　17　　　1．5　　　1．4

中央アジア

タジキスタン 6．6　　　68　　　6．3　　　5．7　　　5．5　　　5ユ　　　4．9　　　4。5　　　4．0　　　3．5

カザフスタン 3．5　　　3．4　　　3．3　　　29　　　3．1　　　27　　　2．5　　　2．3　　　1．8　　　2．2

キルギス 4．6　　　4，9　　　49　　　4．1　　　4．2　　　3．7　　　3．6　　　3．3　　　2．4　　　2．5

トルクメニスタン 6．5　　　6．2　　　5．7　　　5．0　　　4，6　　　4．2　　　4．0　　　3．4　　　29　　　2．6

ウズベキスタン 5．5　　　57　　　5．7　　　4．8　　　4．7　　　4．1　　　4．0　　　3．6　　　2．6　　　2．4

出所）Council　of　Europe（2005），

シア連邦における人口発展構想」2）では住民の

健康状態の改善及び出生率向上のための施策実

施といった指針を示した。だがそれはロシア政

府が作成した他の様々な「構想」「プログラム」

文書3）同様，現実的な意味を持っていたとは言

い難く，そもそも当時，出生率の低下や死亡率

の上昇に対するものとしては何ら新たな施策が

導入されることはなかったのである．

　ここで年金制度の維持可能性，労働供給量の

変動，市場規模の縮小等出生率低下一般の長期

的影響に関して繰り返すことはしない（白波瀬

2006；高山・斎藤2006）．労働力の確保の問題

がメディアで頻繁に採り上げられる4）等，ロシ

アは低出生力を見せる他の諸国と同様の課題に

直面している（西村2006）．そうした状況にあ

りつつ，日本や欧米における近年の出生率研究

の動向と比較すれば，ロシアのそれに関する検

討は未だ十分なものとは言い難い．邦語による

ロシアの出生要因の分析は皆無であり，また欧

米及びロシアにおけるそれも量的には限られた

ものに留まっている．

　ロシアでは我が国における厚生労働省「出生

動向基本調査」に類するものが存在せず，デー

タの利用可能性が限定されていることがその理

由の1つであろう．とはいえ後述する「ロシア

長期モニタリング調査」の個票を用いたマイク

ロ計量分析も既に行われ始めており，個人特性

に基づく出生要因の検討は不可能ではない．

　さて実のところ1999年を底として，そのの

ち2004年までロシアのTFRは上昇を続けた．

以降も2005コ口一時的な低下を除き全体とし

ては上昇過程にある（Rosstat，2008）．それには

1999年以降持続している経済成長が寄与して

いることが指摘されることが多い（Antonov，
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　出所）

2008；Rosst鉱2009）．だが他方，経済成長がそ

のまま出産率の回復につながるものではない，

とする詳細な分析も存在する（Roshina　and

Boikov，2006）．経済的要因によって出生が規

定されるのか否か，それは資源産出により持続

的な経済成長を見せてきたロシアの今後におけ

る出生動向を展望する上で欠かせない視点であ

ろう，しかしながら定量的な分析を行っている

先行研究は利用している最新のデータが2001

年の出生に関するものであり，その後の動向を

補足することが出来ないままに留まっている．

そうした状況を鑑み本稿は，ロシアで実施され

ているサーベイ調査の個票データに依拠し，

1995年から2004年までの出生を説明する要因

の抽出を行う．

　本稿の構成は以下の通りである．次節ではソ

連崩壊後のロシアにおける全国レベルで見る出

生動態を概観する．多く指摘される経済環境の

変動のみならず，出生の近接要因も概ね出生率

の動向と直感的に一致する形で推移しているこ

とが看取出来，ロシアにおけるTFRの低下及

び上昇もまた人口学的なタイミング効果等によ

って影響を受けていることが示唆される．続く

第3節では先行研究を検討する．出生率の研究

に関して，ロシアのマイクロデータを利用した

研究は多くはないが，体制転換に伴う経済の縮

小を出生率低下の要因とする議論が頻繁になさ

られる一方，ロシア本国の人口学者や社会学者

を中心に，1990年代以降のロシアにおける

　　　　一出生数…　　死亡数一一一一自然増加数
Rosstat（2008）より筆者作成

3

　　TFRの低下は長期的過程に帰

　　するべきものであるとする主張

　　も持続的に見られる．さらに第

　　4節で分析を行う．先行研究は

　　全て2001年までの出生データ

　　を利用するに留まっていたが，

　　本稿はそののち出生率が持続的

　　に上昇し続けた2004年に至る

　　データを用いた．結果は，分析

　　対象期間につき一貫して個人の

　　所得が直接的に出生行動に有意
年
　　な影響を与えないということを

　　示した．このことは経済成長が

直接的に出生率の回復につながるものとは言え

ない可能性があることを意味し得る．最後に本

稿の結果や先行研究の知見を勘案しつつ，プー

チン政権（～2008年5月）末期から導入が開始

されたロシアの出産奨励策を鑑みる．

2．マクロ指標で見る出生動向

　ロシアの人口危機はつとに知られる。防714

D6”召10ゆ〃z6漉誌では1998年，ロシアにおける

人口動態に関する特集が組まれた．そこでは労

働年齢にある男性の死亡率上昇・死亡要因に占

める所謂「不慮の事故」の割合の高さ等に並び，

出生率の急激な低下が採り上げられた．

　出生率の低下と死亡率の上昇により，ロシア

の人口は1992年より自然減に転じた（図1）．

出生率の低下そのものは先進諸国において広く

見られた現象であることは言うまでもない．移

行諸国そしてロシアの場合，最初に記した通り

その変動が急速に進んだことが衆目を集めたの

である．

　ロシアでは，TFRが2．0を上回った最後の

年次である1989年から，それが1．50を下回る

まで（1993年）にはたかだか4年を要したに過

ぎない（Rosstat，2008）．この出生率減少のテン

ポは，OECD加盟欧州諸国全てにおいて見ら

れたそれを上回るものであり5），かつその低い

出生率が15年以上に渡って持続していること

がロシアの出生動態を特徴付けている（図2）．

　だがそのTFRは，図2に示される通り1999
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　　　　　　　　図2．ロシア・合計特殊出生率　　　　　　　　　　う社会制度の大規模な変化そのも
3，00

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のとが出生動向に対して否定的な

250　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　影響を与えたであろうことが指摘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　されよう．また1999年以降の

2’00　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TFPの回復傾向についても，経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　済の回復と密接な関係があるとい150

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うことを想像するのは容易である．

Loo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991年以降のGDPの推移と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TFRのそれとを並べた図3を見050

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れば，それぞれが同様の動きを示

0ρ0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　していることが見て取れるであろ
器撒器謙’9891992’995’998200’20042007 Nう6’・・か・な・・らまずはここで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　少しく出生の近接要因の推移を検
出所）Rosstat（2008）より筆者作成

　　　　　図3．ロシア：GDpとTFR，　lggl～2007年　　　　　　　討し，それを補完する要素を看取

GD聡1990年一100　　　　　　　　　　　　　　　　　　1隙　　し得るか否かを考えてみたい．
　　llO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L80

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　婚姻の動態を見るに，1990年代初

　　1・・　　　　　＝窯　　1刃　頭から婚姻率は急激に低下し2000年
　　　go　　　　　　　　　　　　　　　　l’60　　周辺まで低い水準を維持していた（図

　　　80　　　　　　　　　　　　　　　　　　1’50　　4）．また，ここで体制転換との相関を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　140　　云々することは置いておくとしても，
　　　70
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　130　　結婚年齢のゆるやかな上昇と出生時の

　　　60　　　　　　　　　　　　　　　　　　1・20　　母親の年齢の上昇とを共に観測するこ

　　　50　　　　　　　　　　　　　　　　　Llo　　とが出来る（図5，図6）．このことは，

　　　　199119931995199719992001200320052007　年　　他国の経験と同様に出生のタイミング
出所）Rosstat（2008）及びRSE，2002，2003，2009より筆者作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　効果がこの期間におけるTFRの低下
　　　　　　　図4．監000人あたり婚姻数・離別数
14　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　をより大きく見せていた可能性がある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことを示唆しているとも考えられる．
12

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他方2000年以降について見ると，

lo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　婚姻率の上昇が明瞭になっている．婚

8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　婚姻　姻率の上昇，またそれと同時に先立つ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時期から引き続く婚姻時の女性平均年
6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　齢の上昇が見られている．このことは，

4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2000年以降趨勢として観測される

2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TFRの上昇が，婚姻および出生の緩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やかな高年齢化と関係を有しているの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ではないかという推察を可能ならしめ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る．　　　　　　　　　　　、
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出所）Rosstat（2008）より筆者作成．

年の1．16を底としてそののち緩やかな上昇過

程に入る．転換初期のTFRの急低下と1999

年以降の緩やかではあるが傾向的な上昇，とは

如何に説明することが可能であろうか．直感的

には，ソ連崩壊直後の経済危機と体制転換とい

　それをさらに端的に表しているであろう指標

が女子年齢別出生率の経年推移（図7）である．

1990年代，ロシアで最も出生率が高い年齢階

層である20－24歳女性の出生率は急激かつほぼ

一貫して低下した．それは他の年齢層における



　　　　　　　　　　　　　　　　ロシアにおける出生規定要因　　　　　　　　　　　　　　　　　5

　　　　　　　　　図5．女性年齢階層別婚姻数　　　　　　　　　　　出生率も漸減する中で生じたの
％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　であり，当然のこと出生率全般
　100％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が低下したことと呼応する．
　90％
　80％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20－24歳年齢階層の出生率は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その後変動を見せつつも顕著な　70％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口35歳以上
　60％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ25－34歳　　上昇を見せてはいない．しかし

　50％　　　　　　　　　　　　　　　　　　■1麗4歳　ながら注目したいのは，25－29
　40％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圏18歳以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳から35－39歳までの5歳区分
　30％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3年齢階層の女性出生率が1999
　20％
　10％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年を底に反転し，上昇を始めて

　　o％　　r繍灘臨　一　……　　　　　　　いることである．実際，1999
　　　19601980199119931995199719992001200320052007　　　　年を大きな底として，2005年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年
出所）R。，st。t（2008）より筆者作成．　　　　　　　　　　　　　　　　　の一時的な低下時を除いてマク

　　　　　　　　　図6．出生時母親平均年齢　　　　　　　　　　　　ロデータで見るTFRは上昇傾

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　向を示しているのである（図2参
29
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　照）．人口学的解釈を行えば，体

28　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制転換に起因する経済の縮小に伴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つた一時的な出生の延期に基づく

27　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現象であるという見方も出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はたロシアの出生タイミングが趨
26

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　勢として高年齢化していることを

25　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意味しているという解釈も成り立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つであろう．
24 @　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人口学的要因を見る場合，これ

23　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　らに加えて出産経歴（parity，出

　1961－1974－1981－1984・1988199119941997200020032006　　産児数・順位）に着目すべきであ

謂認孟，、鵜、二者械　　　　　　　る・とは言うまでもない（金子
　　　　　　　　　　　図乳女子年齢別出生率　　　　　　　　　2004）・だがロシアの出

1000人当たり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生・死亡・婚姻等登録所

180　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ZAGS7）における出生の登

160　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　録方法は1998年に変更が
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出所）Rosstat（2008）より筆者作成．

加えられた．それまでの出

生は出生順位が記録されて

いたが，1999年以降の出

生に関しては出生登録申請

書8）からその記録欄が削除

され子供の出生順位の把握

が出来なくなっており9）

（Antonov，2008，　p。59），そ

のためロシア連邦統計局は

第一子出生時の母体年齢等

を公表しなくなり，従って



　6　　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

これを検討することが出来ないという点を付記

しておく10）．

3．先行研究

　1992年から持続的な総人口の減少が始まっ

たこと，そして死亡率の急激な上昇が見られた

ということが背景にありつつ，ソ連崩壊ののち

急速に出生率が低下したロシアでは，その現象

は早くから採り上げられた（Vishnevskii，1994）．

　だがその要因の分析に着手するにはしばしの

時間を要した．一定期間に渡るデータのある程

度の蓄積が必要であったことは勿論である．

Vishnevskii（1996）は1990年代前半における出

生時の母体平均年齢の低下と出生率の低下とい

う直感的に相反する現象の共存を指摘しロシア

の独自性を強調する結果を示したが（図6参照），

1990年代後半以降の趨勢を見れば，結局のと

ころそれは短期的な現象であったと言うべきで

あろう11），また体制転換初期においては，マク

ロデータのみに依拠するほか無かったという状

況が分析を制約していた．無論のこと，ロシア

本国また欧米においても記述的な研究は持続的

に進められてきた．体制転換に伴う経済の縮小

に起因するとするものが多いが（DaVanzo　and

Grammich，2001），ソ連末期に導入され，た育児

手当拡張等の出産奨励策に伴って1980年代末

の出生率が上昇したことがそののち転換初期の

1990年代前半における出生率低下の原因であ

ったとするタイミング効果を指摘するもの

（Zakharov　and　lvanova，1996），ロシアの人口

動態が長期的な過程を通じて現代化していく状

況の一貫として位置づけ説明するものなどがあ

る（Vishnevskii，2006）．

　Avdeev　and　Monnier（1995）はコーホート出

生率の経年推移と国家間比較を通じ，ソ連末期

から移行初期の1990年代前半に至るロシアに

おける出生率低下の急速な進展を検討している．

出生率の規定要因を分析したものではないが，

20世紀後半における比較的長期のロシアにお

ける人口動態を簡便にとりまとめたものである．

Kharikova　and　Andreev（2000）は1994年にロ

シアで実施されたミクロセンサス12）の結果に

研　　究

基づき，移行過程における経済の縮小が出生率

の低下に帰結していることを指摘しつつも，ソ

連時代からの推移やコーホート毎の出生数の傾

向等から，それは同時に長期的な傾向の延長線

上にあるもの，との解釈を示している．

　ロシアで実施されている家計調査（ロシア長

期モニタリングサーベイthe　Russia　Longitu－

dinal　Monitoring　Survey，　RLMS，後述）の個票

を用いた出生率の分析は多くない．Kohler　and

Kohler（2002）は労働市場環境や出生に先立つ

期間における女性の出生希望，そして経済状況

に関する認識や将来的な生活の展望といった主

観的判断がその後の出生確率に与える影響を検

討しているが，コントロールしている変数の範

囲が限定的であり，また対象が1995年～1997

年という経済縮小期の短い期間であることが明

瞭な結果を得難くしているものと思われる．

　Grogan（2006）は1994年から2001年までの

RLMSデータを用い，女性の所得・教育水準

が出生確率を高め，他方年齢・既存の子供数が

それを低めるという結果を得た．そして所得が

正に有意に効いていることから，経済成長の如

何が出生率動態の方向性を決定する，と指摘し

ている．Grogan（2006）の分析は対象期間全て

において持続的に有配偶であったサンプルのみ

を検討しており，総：サンプル数は288に限られ

る．かつサンプルを有配偶者に限定しているこ

とは，出生の決定に大きな影響を及ぼしている

可能性があることを指摘せねばならない．また

Kohler　and　Kohler（2002）と同様に，分析に導

入している変数が限定的であることにも留意す

る必要があろう．

　Roshina　and　Boikov（2006）はその扱っている

変数の多様性・サンプルそのものに対する検

討・分析対象のカバリッジ等から，RLMSを

利用した出生力研究のうちこれまでで最も包括

的なものであると言える．彼らは年齢・既存子

供数といった人口学的要因と，所得・就業状態

等の経済状況，健康状態・教育水準・民族等の

諸要因を勘案している．そして経済要因はモデ

ルの特定化によって有意か否かが不安定である

が，人口学的要因はほぼ一貫して有意であり，
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むしろ後者による説明を行うべきである，とす

る．これは経済状況と出生率とが直結する関係

を持つものではないという指摘であり，本稿の

問題意識と一致する．

　ただしRoshina　and　Boikov（2005）は扱って

いるデータがGrogan（2006）同様2001年時点

のものが最後であり，出生力・経済活動の下降

局面のみを対象としている．従ってその後の出

生率の上昇傾向が見られる時期を捕捉すること

が出来ていない．また，移行諸国のほぼ全てに

おいて同時に出生力の低下が生じたという現実

を前に，経済的要因は影響を与えないという解

釈を行うことにも疑問を覚える．本稿はこれら

を鑑み，1994年～2004年に実施されたロシア

のサーベイ調査で得られたデータを対象として

出生を説明づける要因の分析を試みる．

4．分析

4．1データと手法

4．1．1データ

　本稿で用いるデータはRLMSの個票である．

RLMSの概要については邦語では武田（2007）

があるため詳述は避けるが，ここでも少しく

RLMS　Webサイトに従い紹介しておく13）．

　RLMSは米国ノースカロライナ大学カロラ

イナ人界センターが主体となって1992年から

継続的に実施しているロシアの家計・個人のミ

クロ調査である．国レベルでの代表性（repre－

sentativeness）を有しており，サンプル数は

3，700以上の家計・10，000以上の個人である14）．

調査の目的は経済移行に伴う家計の消費水準及

び健康状態の変化を探ることにあるが，雇用状

態や所得等に関する詳細な情報も集められてい

る．

　実施回（round）毎に質問内容はある程度の修

正が行われ，また時として質問票に大きな変更

が加えられることもある．基本的に，当該調査

の全てのroundにおいて実施されている「女

性に関する質問」によって出生を把握し得る．

そこでは「過去1年間に子供を産んだか」とい

う質問が設定されており，これを出生のデータ

として利用する15）．ただし「女性に関する質

7

問」は実施回によって質問項目の充実度合いに

大きな差があり，例えば「これまでに生んだ子

供の数」「これまで中絶を行ったことがあるか」

といった出生率と密接に関わると推測され得る

変数はPhase　2の最初の4回，即ち第5
round～第8roundという限られた回について

しか得られない．元来消費水準・健康状態・雇

用状態の把握といった目的のために設計された

調査を転用するということによる制約が存在す

る．

　基本的には繰り返しのクロスセクションデー

タ収集を意図したものであり，パネルとして利

用可能なサンプルは限られる（Heeringa，1997）．

RLMSにおけるサンプルの脱落（attrition）を検

討しているGrogan（2006）は1994年のサンプ

ルと2001年のそれとを比較して，有配偶者や

幼児を擁している家計の脱落頻度が有意に低い

ことを明らかにしている．これらは出生率に極

めて強い影響を与え得る要因であり，パネルと

して扱うことの限界に留意する必要があろう．

4，1．2手法

　ここで筆者は，経済状況とりわけ個人レベル

の所得が女性の出生行動に影響を及ぼしている

のか，それともそれ以外の要因がより強い影響

を与えているのか，という視点で検討を行う。

第2節で見た通り，GDPの動きとTFRのそれ
との問には相関が存在する．それが直接的な因

果関係を意味するものであれば，ロシアの経済

成長はその出生率の回復に寄与するはずである．

しかしながら他方，Vishnevskii（2006）や

Roshina　and　Boikov（2005）が指摘するように，

ロシアの出生動向が人口動態の現代化・第2の

人口転換といった人口学的要因変動の長期的過

程に位置づけられるべきものなのであれば，マ

クロデータで見るGDPとTFRとの相関（図3

参照）は見かけ上のものであり，より複雑な因

果関係を想定すべきであるという解釈が成り立

ち得るであろう。

　本稿で用いるのはPhase　2の最初の回である

第5round（1994年）から，得られた最新のデー

タである第13round（2004年）までの個票であ
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表2a，基本統計量：クロスセクション分析

1995年の出生

1994年の個人特性＝

　　年齢

　　子供を希望

　　家計内既存子供数

　　有配偶

　　本人の賃金

　　家計所得（等価尺度）

　　持家

　　生活の満足度

　　有業者

　　中等専門教育履修者

　　高等教育履修者

　　農村地域在住

平均　　　標準偏差

　0．027　　　　一

31．640

　0．312

　0．839

　0，657

69276．6

3879．3

　0．902

　0，128

　0．670

　0．259

　0，451

　0．243

　10，03

　0995

1555679

　6689，5

1998年の出生

1996年の個人特性：

年齢

子供を希望

家計内既存子供数

目配偶

本人の賃金

家計所得（等価尺度）

持家

生活の満足度

有業者

中等専門教育履修者

高等教育履修者

農村地域在住

平均　　　　標準偏差

　0．027　　　　一

　31．740

　0．218

　1．203

　0，633

260399．1

　2924．8

　0886
　0．116

　0．641

　0．258

　0．423

　0．239

10．35

550861．5

　3676．5

サンプルの都市住民比率　　　0．76　（全国値：0．73）

年齢構成比（15－34歳サンプル中，％）

15－19歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　23．6

20－24歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　25．4

25－29歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　24．6

30－34歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　26．5

サンプルの都市住民比率　　　α80

年齢構成比（15－34歳サンプル中，％）

15－19歳　　　　　　　　24．3

20－24歳　　　　　　　　26．8
25－29歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25．9

30－34歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23．0

（全国値：0．74）

2001年の出生

2000年の個人特性：

　　年齢

　　子供を希望

　　家計内既存子供数

　　有配偶

　　本入の賃金

　　家計所得（等価尺度）

　　持家

　　生活の満足度

　　有業者

　　中等専門教育履修者

　　高等教育履修者

　　農村地域在住

平均　　　標準偏差

　0．028　　　　一

31．320

0，282

0．784

0，528

780．9

2559．7

0．903

0．181

0．605

0．247

0，431

0282

10．55

0，958

27349

3728，5

2004年の出生

2003年の個人特性1

年齢

子供を希望

家計内既存子供数

輩配偶

本人の賃金

家計所得（等価尺度）

持家

生活の満足度

有業者

中等専門教育履修者

高等教育履修者

農村地域在住

平均　　　　標準偏差

　0．0254　　　　一

31．290

0ユ97

0．707

0．477

1961，1

38219

0．902

0．327

0．639

0，256

0．438

0．261

10．44

0896

3214．2

6275

サンプルの都市住民比率　　　0．72　（全国値：0．73）

年齢構成比（15－34歳サンプル中，％）

15－19歳　　　　　　　　　　　　　　　　26．0

20－24歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　27．4

25－29歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　25．7

30－34歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　20．9

サンプルの都市住民比率　　　　0．74

年齢構成比（15－34歳サンプル中，％）

15－19歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23．0

20－24歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26．4

25－29歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　25．9

30－34歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　248

（全国値：α73）

出所）RLMS個別より筆者算出．都市住民比率全国値はRosstat（2008）より筆者算出．

る．第’roundにおける女性の個人特性と，そ

の特性を有する女性が第’＋1roundにおいて

子供を産むか否かという関係について検討する．

　分析対象は15歳～49歳の女性である．ある

roundにおける出産の発生の有無を被説明変数

とし，その直前のroundの個人特性を説明変

数とする16）．Roshina　and　Boikov（2006）の分析

では全ての推計モデル特定化において，様々な

外性的ショックや，各種変数の有意性の変動が

年次ダミーに吸収されてしまっている可能性が

あると考えられる．また1999年・2000年を境

にロシアの出生率が反転した事実に着目し，分

析対象期間において出生規定要因に何らかの変

化が生じたのか否かを見る必要があろう．そこ
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表2b．基本統計量：プールド・ロジット分析

全観測数　最小値　　最大値　　平均値　　標準偏差

9

出生

年齢

子供を希望

家計内既存子供数

有配偶

年金受給年齢男性同居

年齢受給年齢女性同居

持家

住居中居住面積

住居全延床面積

生活の満足度

将来の生活の見通し

有業者

中等専門教育修了者

高等教育修了者

農村地域居住

北西地域

中央地域

ヴ才ルガ・ヴャトカ

コーカサス

ウラル

西シベリア

東シベリア・極東

家計所得（等価尺度）

家計支出（等価尺度）

実質家計所得

実質家計支出

2
2
2
0
4
0
0
1
0
3
8
9
2
2
2
0
2
2
2
2
2
2
2
8
0
8
0

2
2
2
7
5
7
7
3
5
1
0
6
2
2
2
7
2
2
2
2
2
2
2
1
7
1
7

6
6
6
7
5
7
7
5
6
0
4
3
6
6
6
7
6
6
6
6
6
6
6
7
7
7
7

0
0
0
9
0
9
9
0
9
9
0
7
0
0
0
9
0
0
0
0
0
0
0
9
9
9
9

2
2
2
1
2
1
1
2
1
1
2
1
2
2
2
1
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1

0　　　　　　1

14　　　　　48

0　　　　　　1

0　　　　　　8

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

3　　　　　230

0　　　　　310

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　　　　1

0　　　472915

0　　　29500000

0　　　　1040413

0　　　79588468

　0．03　　　－

　31．51　　　　　10，20

　025　　　－
　1．19　　　　　　　098

　0．56　　　－

　0．07　　　－

　0．18　　　－

　0．89　　　－

　35．72　　　　　　16，08

　53．58　　　　　　21．98

　0．21　　　－

　0．28　　　－

　0．64　　　－

　0．26　　　－

　0．43　　　－

　0．27　　　－

　0．07　　　－

　0．18　　　－

　0．18　　　－

　0，14　　　－

　0．16　　　－

　0．09　　　－

　0．09　　　－

3148．79　　　　5960．26

5485．05　　209860．12

8175．47　　　15282．57

14213．72　　566163．92

全項目に回答のあるケース数　　15111

出所）RLMS個票より筆者算出．

で本研究は最初にクロスセクション分析を行

う17）．クロスセクション分析では無回答個票の

増大によってサンプルが急減しほとんど有意な

結果を得られなくなることを避けるため，導入

する変数を限定する．（1）年齢，（2）本人が出産

を希望しているか否か，（3）家計に既に居る子

供の数及びその自乗，（4）有配偶か否か，が人

口学的要因である．（3）は収集されていない出

産パリティに関わる情報の代用である．他方経

済要因として，（5）本人の所得，（6）家計の所得

（実質所得を等価尺度で調整したもの18）及びそ

の自乗，（7）持ち家か否か，（8）現在の生活に満

足しているか否かの主観的判断，（9）有業者で

あるか否か，を用いる．そして（10）教育水準

（中等専門教育・高等教育）と（11）農村地域に居

住しているか否か，を説明変数とする．いくつ

かの年次に関する基本統計量を表2aに揚げて

いる．出産の高年齢化等がこのデータから看取

し得るのであれば，（1）は変

動を示すものと予測される．

（3）（4）については一般的に出

生力の分析において導入され

る場合の通り，（3）は出産確

率を低め，（4）はそれを高め

ることが予想される．他方経

済的要因である（5）～（9）はい

ずれも，1999年以降の経済

成長がロシアの出生率を上昇

させている，という見方に則

れば出産確率を高めるものと

想定し得る．なお（5）は

Becker（1960）流の解釈に従

えば育児の機会費用として出

生の可能性を低めると見なし

得ることは言うまでもない．

（10）は通常出生確率を引き下

げ，（11）は都市住民と比べ出

生頻度が多いものであること

が想定される．

　そしてさらに，全期間に渡

って比較可能な説明変数を大

幅に増やし，十分なサンプル

数を確保するため全てのroundについてのデ

ータをプールしたプールド・ロジット分析を行

う．ここで新たに導入する変数は，（A）年金受

給年齢男性の同居，（B）同じく女性の同居，

（C）住居の居住面積（バスルーム等含まない），

（D）住居の延床面積（同含む），（E）将来の生活

見通し，（F）地域ダミー，（G）各種の家計所得

指標，（H）年次ダミー，である．（A）～（E）は

先行研究の知見によればいずれも出生確率を上

昇させるものと考えられる19）．（F）により地域

的特質を捕捉出来る．ここで着目したいのは

（G）である．果たしてロシアにおいて所得水準

が出生に直結するものか否か，を見るため，分

析では様々な所得変数を繰り返し導入し検討を

行う．プールド・ロジット分析で扱うデータの

基本統計量は表2bの通りである．



10 　　　　　　　　　　経　　済　　研　　究

　　表3．ロシアにおける出生規定要因（15歳～49歳の女性）（1）：

　　　　　　クロスセクションロジスティック回帰の結果

1995年（Round　6）　　　1996年（Round　7）　　　1998年（Round　8） 2000年（Round　9）

オッズ比　Z値　P＞lzi　オッズ比　Z値　P＞121　オッズ比　Z値　P＞lzl　オッズ比　Z値　P＞lzl

年齢

子供を希望

家計内既存子供数
家計内既存子供数の自乗

有配偶

本人の賃金
家計所得（等価尺度）

家計所得（等価尺度）の自乗

持家

生活の満足度

（リファレンスカテゴリ

有業者

中等専門教育履修者

高等教育履修者

084寧寧　一3．95　　0．00

2．23＋　　　1．74　　0，08

0．56　　　－1．60　　0．11

1ユ4ホ　　　2．17　　0．03

2．91寧　　　2．29　　0．02

099　　　－0．64　　0．52

0．99　　　－1．09　　0．28

1．00　　　　0．42　　0．67

0，45　　　－1．61　　0．11

1，01　　　　0．02　　098

0．86林　一6．71

0．77　　－085

0．32韓　一4．64

L22寧寧　　5．09

4．15帥　　　4，32

099　　－0．69

1．00＋　　　1．67

1．00　　　－1．37

1、20　　　　0．40

0．98　　　－0，06

0．00

0．40

0．00

0DO
O．00

0．49

0．10

0ユ7

0．69

095

089騨
4．42牌

0．52巾

1．14顧

3．40牌

099＋

1．00

1．00

1．03

0．96

：5段階のうち上位2段階の「完全に満足」「概ね満足」以外）
1．32　　　　0．55　　0，58

1．46　　　　0．63　　0．53

2，56＋　　　1．67　　0．09

（教育のリファレンスカテゴリ

農村地域在住

　　中等教育以下）
0，79　　　－0，44　　0．66

1、58　　　　1．28

090　　　－0．26

1．10　　　　0．25

0．20

0．80

081

L12　　　　035　　0，72

0．97

094
1．09

一4．27　　0．00

4．70　　0．00

－2．55　　0．01

　3．13　　0．00

　352　　0．00

－182　　0．07

0，26　　0．79

－0．37　　0．71

0．06　　095

－0．09　　093

一〇，09　　093

－0．16　　0．87

0．22　　0．83

0．99　　－0．04　　097

0898・　一4．21　　0．00

2．45鎚　　　2．88　　0．00

0．90　　－0，39　　0，70

1．03　　　　0，74　　0．46

1．13　　　　0，65　　0．52

1．00　　　　0ユ3　　090

099　　－1．01　　0．32

1．00　　　　0，73　　0，47

1．43　　　　0．74　　0．46

1．79＋　　　L33　　0．09

2．608　　　2．36　　0．02

1．02　　　　0．05　　096

2．11＋　　　1．65　　0．09

1．34　　　　0．88　　0．38

カイ自乗

N
Pseudo　R2

対数尤度

　54．41騨

　1739
　0．18
－120．28

　96．85纏

　2164

　0．17
－243．44

　107．98“申

　2120

　0．21
－208．35

　65．06嚇

　2208

　0，13
－213．78

2001年（Round　10） 2002年（Round　11） 2003年（Round　12） 2004年（Round　13）

オッズ比　Z値　P＞lzl　オッズ比　Z値　P＞1z1　オッズ比　Z値　P＞lzl　オッズ比　Z値　P＞lzl

年齢

子供を希望

家計内既存子供数
家計内既存子供数の自乗

有配偶

本人の賃金
家計所得（等価尺度）

家計所得〔等価尺度）の自乗

持家

生活の満足度

（リファレンスカテゴリ

有業者

中等専門教育履修者．

高等教育履修者

0．87購．　一7．31　　0．00

0．38纏　一3．47　　0．00

0．22鰍　　一6．11　　0．00

1．22鵜　　　4．32　　0．00

3．38韓　　　4．25　　0．00

0．99　　　－0．13　　0．90

0．99　　　－0．26　　079

1．00　　　－0．10　　0，92

0．62　　　－1．53　　0，13

1．59＋　　　1．62　　0，10

087輯
0．54疇申

0．31寧零

1．22“8

3．06桝

0．99

1．00

1．∞

0．83

2．67寧画

一7．36

－258
－5，05

　3．66

　4．25

－1．02

　0．10

075
－0．62

4．30

0．00

0．01

0，00

0．00

0．00

0．31

0．92

0．46

0．54

0．00

0．88騨

0，53零阜

0．22脚

1．34騨

1．63’事

1．00

1，00

1．00

0，64

！，50＋

：5段階のうち上位2段階の「完全に満足」「概ね満足」以外）

（教育のリファレンスカテゴリ：

農村地域在住

1．06　　0．20　　　　084

2．53寧　　　2．56　　0．01

2．44寧　　　2．37　　0．02

　　中等教育以下）
2．05纏　　　278　　0．01

2．12榊

2．20疇’

1．46

2．71

2．60

1．17

0．01

0．01

0．24

2．40寧纈　　3．70　　0．00

1．27

2．43軸

281韓

1ユ6

一7．31　　0．00

－265　　0．01

－6．57　　0．00

　6．35　0．00

　3．50　0．00

　0ユ8　0．86

　0．59　　0．56

－0．25　　0．80

－1．57　　0．12

　1．80　　0．07

0．89　　0．37

2．63　　0．01

3DO　O．00

0．57　　0．57

0，87髄　　一7．21　　0．00

1．05　　　　0ユ9　0．85

0，38紳　　一3ユ4　0．00

1ユ1　　　　　092　　0．36

2．95韓　　　4，09　　0．00

0，99　　　－1．58　　0，11

1．00　　　　0．85　　0．40

1．00　　　－059　　0．55

0．66　　　－1．50　　0．13

090　　　－0，43　　0．67

3．05韓　　　3．61　0．00

095　　　－0ユ5　　0，88

1．33　　　　0．92　　0．36

1．25 0．88　　0．38

カイ自乗

N
Pseudo、P2

対数尤度

　136．73鱒

　2530

　02
－279．8

　157．9牌

　2776
　0．18
－348．3

133ユ9軸

　2902
　0．16
－348．27

　123．1纏

　2959
　0．15
－344．88

　注）　’車：1％水準；’：5％水準；＋：10％水準で有意，

4．2結果

　クロスセクション分析の結果を表3に，プー

ルド・ロジット分析の結果を表4に示す．

　表3でほぼ一貫しているのは年齢・既存子供

数・有配偶という極めて人口学的な変数が出生

確率に有意な影響を与えていることである．

1990年～1999年についてはそれ以外の変数は

何ら有意に効いていない20）．

　時を追って年齢が上昇することに伴う出生確

率が上昇していく，といった傾向を見ることは

出来なかった21）．子供の数が増えれば増えるほ

ど出生が見られなくなること，さらに有配偶で

あることが出生の確率を高めること，は当然予

想される通りの結果であった．

　だが他方家計所得そのものは，少なくとも

1990年代の分析結果から見れば何ら有意な影

響を与えていないと言える．2000年以降の結

果について言及するに，教育水準，そして主観

的な生活全般に対する満足度が有意であること

が見られる．また時として有業者であることが



　　　　　　ロシアにおける出生規定要因

表4．ロシアにおける出生規定要因（15歳～49歳の女性）（2）；

　　　　　　プールド・ロジット分析の結果

　　　　A　　　　　　　　　　　B　　　　　　　　　　　C

　β　　有意確率　　　　β　　有意確率　　　β　　有意確率 β

11

D
　有意確率

年齢　　　　　　　　　　　　　一〇．13帥

子供を希望　　　　　　　　　　一〇．07

家計内既存子供数　　　　　　　一1．04脚

家計内既存子供数の自乗　　　　　0．17騨

有配偶　　　　　　　　　　　　　　0．92林

年金受給年齢男性同居　　　　　　043’

年齢受給年齢女性同居　　　　　　0ユ4

持家　　　　　　　　　　　　　一〇，46騨

住居中居住面積　　　　　　　　一〇D1

住居全延床面積　　　　　　　　　OD1
生活の満足度　　　　　　　　　　α37鱒

（リファレンスカテゴリ

将来の生活の見通し

（リファレンスカテゴリ

有業者　　　　　　　　　　　　　0．368奉

中等専門教育修了者　　　　　　　0．52’纈

高等教育修了者　　　　　　　　　0．50桝

（リファレンスカテゴリ：中等教育以下）

農村地域居住　　　　　　　　　　0ユ9
北西地域　　　　　　　　　　　　　0．68ゆ

中央地域　　　　　　　　　　　0．28

ヴォルガ・ヴャトカ　　　　　　　0．55零

コーカサス　　　　　　　　　　0．95韓

ウラノレ　　　　　　　　　　　　0，64脚

西シベリア　　　　　　　　　0，59寧
東シベリア・極東　　　　　　　α69韓
（リファレンスカテゴリ：

家計所得（等価尺度）

0．00

051
0．00

0，00

0．00

0．02

0．30

0，00

0．15

0．13

0．00

一〇ユ3韓

一〇．09

－LO4綿
0ユ7寧寧

093韓
0，43亭

0．16

－0．44韓

一〇．Ol

　O．01

　0．35零3

0，00

0．42

0．00

0．00

0．00

0．02

024
0．00

0．18

0ユ7

0．00

：5段階の上位2段階「完全に満足」「概ね満足」以外）
　　　　　0ユ7　　　　　0．12　　　　　　　0ユ7　　　　　0ユ3

：5段階の上位2段階「改善する」「多分改善する」以外）
0．00

0．00

0．00

0ユ2

0．01

0．22

0．02

0．00

0．01

0，02

0．01

0．33叩

0．52帥

0，48帥

0．25＋

0，66掌

0，31

0，60韓

097顧
0．67榊

0．59“

0．72鱒

モスクワ市およびサンクト＝ペテルブルク市）

家計所得（等価尺度）の自乗

家計支出（等価尺度）

家計支出（等価尺度）の自乗

実質家計所得

実質家計所得の自乗

実質家計支出

実質家計支出の自乗

1995年ダミー

1996年ダミー

1998年ダミー

2000年ダミー

2001年ダミー

2002年ダミー

2003年ダミー

（リファレンスカテゴリ：

定数

2004年）

0．00

0．00

－0．46＋

0．17

0．05

－0．17

0．06

0ユ1

－0．01

一〇．85事

2
8
7
4
0
0

7
0
1
6
6
6
5

0
4
8
4
7
「
D
Q
ゾ

0
0
0
0
0
0
0

0．01

0．00

0．00

－0．49＋

0ユ7

0．08

－0ユ2

0．08

0ユ7

0．00

一〇．96串零

0，01

0．00

0．00

0．05

0．02

0．18

0．01

0．00

0．01

0．02

0．O1

0．15

0，82

0．05

0．39

0．71

0．59

0．68

0、36

0．99

OD1

一〇．13臨月

一〇．07

－1．04帥

　0ユ7脚

　09283
　0．43零

　0．14

－0．463。

一〇．01

　0，01

　0，37寧寧

0．17

0．36寧寧

0．52寧寧

0，49帥

0．20

0．69’

0．29

0．56虚

0．96申噛

0，64躰

0，60纈

0．69騨

0，00

0，51

0，00

0．00

0．00

0．02

0．29

0．00

0．15

0．14

0．00

0ユ2

0．00

0．00

0，00

0ユ2

0．01

0．21

0，02

0．00

0．01

0．02

0．O1

0．00　　　　　　0．92

0，00　　　　　　0．52

－0．46＋　　　　　0．07

　0．17　　　　　　0．40

　0．05　　　　　　080

－0．16　　　　　　0，47

　0．06　　　　　　0，74

　0．11　　　　　　0，55

－0．Ol　　　　　　O96

一〇．87’ 0，01

一〇．13榊

一〇．09

－1．05韓

　0．17“申

　0．93寧噸

　0．4P

　O．14

－0．45騨

一〇．01

　0．01

　0．36韓

0ユ6

0．33脚

0．52輯

0，49騨

0，25＋

0．67参

0．30

0．60“

096鱒
0．66纏

0．598

0．72躰

0，00

0，41

0，00

0．00

0，00

0．03

0．27

0．00

0．16

0．17

0．00

0．13

0．01

0．00

0DO

OD5
0，01

0ユ9

0．01

0．00

0．01

0．02

0．01

0．00　　　　0．20

0．00　　　　　　097

－0，48＋　　　　　0．06

0ユ8　　　0．38
0，08　　　　　　0．69

－0，12　　　　　　0．59

0．08　　　　　　0．67

0．17　　　　　0．35

0．00　　　099

一〇．93虚 0．01

標本数

カイ自乗

Pseudo石12

対数尤度

　15111
　563．20騨

　　0．15

－1655．08

　15151

　568ユ0鱒

　　0．15

－1667．93

15111

563．28申皐

　0ユ4
1655．04

　15151
　567．68榊

　　0．15

－1668．14

注）　掌8：1％水準；8；5％水準；＋：10％水準で有意，

出生確率を高める結果が得られている．それ以

外の変数は有意な結果を示していない．女性自

身の賃金は影響を与えない．教育水準は中等教

育以下の低い水準と比較すると，相対的に高い

教育を得ている者のほうが出生の可能性が高い，

ということになる．

　さてこうした結果をどのように解釈すべきで

あろうか．1990年代初期，広く移行経済諸国

一般において同時的に生じた出生率の低下を，

Roshina　and　Boikov（2006）のように社会経済要

因によって全く説明しないというのは不自然な

ことと思われる．

　1つの解釈は，1990年代における経済の縮小

そして個人所得の低下があまりに激しく，所得



　12　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

が利き得ない水準にあるためその高低が何ら有

意な影響を与えていない，ということである．

即ち，ある程度以上の水準を超えた所得レベル

の上昇がなければそれは出生の決定に影響を与

え得ないのではないかという視点を要する可能

性がある．2000年以降，経済の回復が進み始

めた時期に至り，個人による経済状況の判断が

出生確率を高める結果がいくつかの年次で見ら

れた．所得の直接的影響を看取することは困難i

ではあるが，経済成長，そして体制転換過程へ

の適応等主観的な感覚の好転が出生の可能性を

高め得ること自体は不思議ではなかろう．

　プールド・ロジット分析の結果に目を転じて

みる．既存子供数や年齢が有意であるのは予想

される通りである．クロスセクション分析では

導入しなかった，家計内に年金受給年齢に達し

た老人が同居していることが出生の可能性を高

めていることも先行研究の含意に一致する．地

域ダミーはモスクワ・ペテルブルクという大都

市の出生可能性が他地域に比べて有意に小さい

ということを明瞭に示している22）．住居環境は

有意な影響を与えなかった．持家であることが

出生の可能性を低めるのは，出産活動を終えた

層の持ち家事が高いことを示しているかも知れ

ない．或いはサンプル全体の持ち家率が89％

という高さであるということ（表2b）も影響し

ていると考えられる．年次ダミーが有意な結果

を見せなかったのは，全ての期間を通じて出生

率が低い水準に留まっていたことによるもので

あろう23）．

　だがこの分析結果において着目したいのは以

下の諸点である，即ち，生活の満足度の高さ・

有業者であること・教育水準の高さ，が安定的

に有意な結果を見せていること，である．他方

所得変数は，その定義を様々に変えて導入した

ものの，表2bにおける（1）式～（4）式のいずれ

の特定化においても有意な結果を与えなかった

ことが示されている24）．これらはクロスセクシ

ョン分析の結果をより強調する形になっている

と言えるであろう．経済的要因，より限定すれ

ば所得水準によって出生が規定され得るか否か

が本稿の関心であったが，見てきた通りその結

研　　究

論は，家計所得の影響力に関する分析結果を直

接的に解釈すれば「否」であり，ロシアの出生

力の決定に関しては人口学的要因や安定的な生

活環境といった社会状況等に関わる要因が強い

影響を与えていると解釈することが可能である

と思われる．

　ここで2001年以降について教育水準が有意

に出生確率を高めるという点，そしてプール

ド・ロジット分析において教育水準が出生の可

能性を有意に高めるという結果が得られたこと

についてさらに解釈を加えておきたい．教育水

準が出生確率を上昇させるという現象は，高等

教育の修了が結婚・出生の遅滞や衛生・避妊知

識の一般化等に帰結し出生力を低めることが通

常である諸国の経験から見れば異例のことであ

る（守泉2005；和田2004；Eloundous－
Enyegue，1999；Axinn　and　Barber，2001）．これ，

を如何に捉えるべきであろうか．

　1つには，1990年代において社会的混乱と所

得水準の急激な低下を経験したロシアにおいて，

教育水準が恒常所得の代理変数となっているこ

とを示している可能性があると考えられる．

1990年代について恒常所得が出生の主要な決

定因となり得ないことは当時の外性的ショック

によって説明するべきであって，他方成長軌道

に乗り始め所得水準が上昇を開始した2000年

以降に至って恒常所得が出生に肯定的影響を与

えるようになった，と解釈することが可能であ

るかも知れない．職を有していることや生活の

全般的な満足度の高さが有意な結果を与えてい

る点も，同様の解釈をなし得るであろう．

　また視点を変えれば，そもそも旧社会主義諸

国即ち移行諸国は，欧州における一部の低出生

国と比較すれば相対的には高いものの，途上国

のように特段出生率が高い地域であるというわ

けではなかった．表1に揚げた移行諸国のうち

旧ソ連中央アジア・コーカサスそしてアルバニ

アを除くTFRの単純平均値を欧州のOECD
諸国25）のそれと比較すると図8のようになる．

1960年代，両諸国の間の差はほとんど無かっ

たのである．1970年代から徐々にOECD諸国

のTFRが低下し1980年代初頭には差が開い
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図8．OECD平均・移行諸国平均TFRの推移
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た．しかし1980年代の末から移行諸国が急速

にOECD諸国におけるTFRの水準に追いつ
き，そしてそれよりもさらに低下していること

が判る，これが人口転換過程のキャッチアップ

に過ぎなかったとすれば，Vishnevskii（2006）

らの指摘の通り，出生率の低下は長期的な人口

動態の変化の一貫であると見ることも出来る26）．

　いずれにせよ，経済成長とそれに伴う所得の

上昇そのものが直接的にロシアの出生力の回復

に結びつくと見ることは妥当ではないと言える．

そういう視点では本稿の分析結果はRoshina

εmd　Boikov（2006）のそれと同様の知見を与え

る．とはいえ出生力の近接要因である婚姻率や

婚姻時の年齢そして出産時の年齢は，所得水準

や経済状況からも影響を受け得ることを考慮す

る必要があろう．そうした観点から言えば，経

済の成長が間接的な経路を通じて出生率の上昇

に寄与する可能性を排除すべきではない．そし

てそのことは，2000年以降に関するクロスセ

クション分析の結果において教育水準・生活全

般への満足度・有業者であることが有意に出生

確率を高める年次がある点，そしてプールド・

ロジット分析においてそれら全てが有意に出生

可能性を高めていることが示された点からも垣

間見られるであろう．

5．結語

個人の所得水準と出生確率とが単線的な関係

13

を有しないことは，出生に関する

先行研究の蓄積を見れば自明であ

るとすら言えよう．だがソ連崩壊

後のロシアの場合，マクロレベル

での経済回復・成長や社会の安定

そして出生率の上昇が同時的に生

じ，一見すると所得の上昇が出生

率回復と相関を有していると判じ

られる状況が現出した。

　しかしながら本稿で見た通り，

ロシアにおいても個人の所得水準

は直接的に出生の可能性を有意に

高めるものではないことが示され

た．勿論，体制転換に伴って所得

が劇的に低下しかつ将来の展望が極めて不明瞭

になったことにより，転換開始直後において出

生率が急低下したことは十分考えられる．従っ

て経済の成長或いは社会の安定はある程度ロシ

アの出生率回復に寄与するものであろう．しか

しながらそれは直接的な影響を与えるものでは

なく，今後においても同様の効果を与え続け得

るか否かを判断することは困難であるものと思

われる．

　さて2005年・2006年のプーチン大統領（当

時）による年次教書でも出生率が低迷している

問題は触れられ，その上昇を目標とする旨が示

された．これを受け，2006年12月に育児手当

等の増額27），さらに「母親基金」と称する育児

支援制度28）が定められた．

　「母親基金」は二人以上の子を持つ親に対し

て，住居・教育・年金のいずれかのみに対する

補助として総額25万ルーブル（120万円程度，

当時）が支給されるというものであり，2007年

1月1日～2016年12月31日の期間に出生・縁

組された子供に適用される．これは，2007年9

月におけるロシアの月額平均所得が1万2千ル

ーブルであったことを勘案すれば非常に大きな

額であると言って良かろう29）．2007年10月9

日付け大統領命令「2025年までのロシア連邦

人口政策構想」30）はそうした中，かつての諸

「構想」とは異なり実際の政策を伴った形で作

成された．ただし勿論，こうした施策がどれほ
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　　　図9．2004年におけるロシアの人ロピラミッド（1，000人）
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出所）Rosstat提供内部資料．

どの効果を持ちうるか，それは今後の推移を見

なければ判断出来ない．本稿で見たように，直

接的な所得給付が出生行動に与える影響はロシ

アにおいても単純なものではないであろうこと

が予測されるのである．

　実際にはこれまで見たとおり，1999年以降

出生数はほぼ継続的に増加傾向にある（図1参

照）．ただし死亡数も概ね高い水準を維持した

ため，全体的な自然減少に歯止めがかかったと

は言い難い状況にあった．さてところが2007

年・2008年の人口動態統計を見ると，粗出生

率は2年連続してソ連崩壊後項も高い値を示し

た．さらに粗死亡率も近年では大きな低下を見

せたのである．

　このことについて，出生数の安定的増加傾向

を見た2007年半ば以降には「人口政策の効果

が既に現れ’ている」とする当時のプーチン大統

領や閣僚らによる言及が幾度も現れている31）．

2007年1月に導入された政策が同じ年次の6

月段階における出生行動に影響を及ぼすという

見方は単なる政：治的言辞に過ぎないであろうが，

それをそのまま主張するメディア記事は少なく

ない．しかしながら，こうした主張は人口学的

要因に対する考慮：を看過しており，妥当なもの

とは言い難い．その意味するところは図9の，

女性

電000　　　1500

一連の出生奨励策導入に先立つ

2004年におけるロシアの人ロピ

ラミッドを見ることによって明ら

かとなる．

　第二次大戦後のロシアにおける

出生者数の増加は40歳代後半世

代の膨らみに，そしてその子の世

代の規模が20歳代の膨らみによ

って把握出来る。図9は2004年

目人ロピラミッドであり，21世

紀初頭の時期における20歳代世

代はこれよりのち出生のピークを

迎えることとなる．つまり，何の

施策を講じることなくとも，2000

年忌初期の10数年間はほぼ確実

に粗出生率は高い値を示し続ける

ことが当然期待されていたのであ

る．そもそも2004年におけるロシア連邦統計

局（Rosstat）の予測は，2016年まで一貫して出

生数が増加することを既に見越していた32）．出

生数は言うまでもなく再生産年齢人口の規模に

よって容易に変動する．出生奨励策の効果云々

はあくまでもこうした要因の影響を除去して考

えなければ無意味なものとなり得ることが自明

である．上記「母親基金」の政策的影響により

2007年以降の出生率の上昇が生じたのである

とすれば，これは単に将来あり得た出生が早め

られたに過ぎず，そののちの出生率の低下が見

られる可能性もある．実際2009年における

Rosstat予測は2004年段階のものから改訂さ

れ，出生数の増加が（2004年時予測の2016年

ではなく）2012年に終わりを見せるものとして

いるのである33）．

　なるほどTFRは上昇傾向を示している．だ

が出生は所得水準の上昇のような短期的要因，

或いは経済環境によってのみ決定付けられるも

のではないことは他国の経験からも明らかであ

り，本稿で見たマイクロデータによる分析もそ

れを支持しているものと解釈される．政策的な

出生奨励策は短期的な影響を与えるのみに留ま

る可能性があることもまたこれまでの経験が示

している．2006年以降に見られる出生率の上
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昇傾向が持続するか否か，を判断するにはより

長期の変動を観察する他ないのである．

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注

　＊　USAID及びNIH（RO1－HD38700）・ロシア国立

高等経済院及びロシア年金基金の資金を受け，カロラ

イナ人品センター及びロシア社会学研究所が提供する

ロシア長期モニタリング調査フェーズ2（the　Russia
Longitudinal　Monitoring　Survey　Phase　2）を利用可能

として戴いたことに感謝する．

　＊＊　本研究は科学研究費補助金若手研究（B）
（21730221）及び一橋大学グローバルCOEプログラム

「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」（G－COE
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教授）による成果の一部である．本論文の草稿は一橋

大学経済研究所定例研究会にて報告し，阿部修人氏・
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口の5％・730万人を対象として，住居・家計及び出

生地や居住地等・教育水準・婚姻関係・生計の手段・

就業，そして出生力に関する調査が行われた．Gos－
komstat　Rossii（1995），参照．

　13）Webサイトはhttp：／／www．cpc．unc．edu／rlms／．

　14）サンプル数はround毎に異なるが，概ね
1992－1993年のPhase　1では6，000程度，1994年以降

のPhase　2では4，000程度の家計を確保することを旨

としている．サンプルの中身が異なる等によりPhase

1の利用は一般的ではなく，ここではPhase　2につい

てのみ言及する．

　15）　ただし第9round（2000年）では「過去2年間

の出生経験の有無」を尋ねている．この場合，当該質

問事項にyesと返答している個人のうち，家計内の刈

入特定変数（roster　variable）によって満12ヶ月未満の

乳幼児の母であることが把握出来るサンプルを「過去

1年の間に出生経験あり」とする．また第13round
（2004年目では出生経験を尋ねる質問そのものが存在

しないのであるが，満12ヶ月未満の乳児の属する家

計の中から個人特定変数により母親である個人を割り

出しそれを「過去1年の問に出生経験あり」のサンプ

ルとした．この場合，共に12ヶ月以内に死亡した乳

児・出生後里子に出して家計内に所属しない乳児等の

出生がカウントされない恨みがある．だが他のround

において「（母親の回答による）出生経験の有無」「回

答時点における満12ヶ月未満の乳児の有無」の各々

を被説明変数とした分析を行っても，それぞれの結果

の間に顕著な相違は見られなかったため，二次的接近

として許容されよう．（RLMSサンプル内では，「出

生経験の有無」「回答時点における満12ヶ月未満の乳

児の有無」の2変数の問には20パーミル前後の乖離

がある．なお1994年～2004年のロシア全土の乳児死

亡率は11，6～18．6パーミルであった．Rosstat，2008，

参照）

　16）第7round（1996年10～12月実施）と第8
round（1998年10月～1999年1月実施）・第8round
と第9round（2000年実施）との問には2年のブランク

がある（その他は1年間隔で行われている）．第9
round及びそれ以降は一貫して毎年の9～12月の問に

実施されている．つまりラグは原則1年であるが，第

8roundと第9roundについては2年である（RLMS
日章データ内の変数より），

　17）　ただし各2round問においてはパネルとなっ

ているデータのみを扱う．そのため第’roundの個人
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特性が第’＋1roundの出生要因たり得るか否かを検
討出来る．

　18）　等価尺度はOECD基準に準拠，等価尺度に依

らない実質家計所得・実質家計支出・名目所得等を導

入することも試みたが，クロスセクション分析では実

質家計所得・実質家計支出に関し本文の結果と同様で

あった．なお名目所得は基準化出来ないためこの後の

プールド・ロジット分析に導入することは出来ない．

　19）いずれの変数もクロスセクション分析では有

意な結果を与えない．単年あたりにおけるサンプル数

の小ささを鑑み，これらはプールド・ロジット分析で

のみ導入する．

　20）1995年そして2000年の結果はその他のもの
と毛色が異なる．これら年次のみ，家計内の子供数・

有配偶であるか否か，という2変数が有意でない．こ

れは先行研究で蓄積されてきた知見と大きく異なって

いる．2000年次の出生は！998年に生じたロシア金融

危機を跨ぎ説明変数から2年間のラグが与えられてい

る．また1994～1995年は依然として300％（1994
年）・200％（1995年）程度のインフレーション率を見

せた混乱期であり（1996年に至ってようやくインフレ

率は50％を下回る），他と同列に論じるべきではない

ものかも知れない．

　21）5～19歳・20～24歳・25～29歳・30～34歳と
いった5歳階層区分を用いても，結果は大きく変わる

ことはなかった．

　22）　ここでは結果を示さないが，全ての地域ダミ

ーを導入しない場合，「農村地域居住」が全ての特定

化において有意に出生確率を高めることになることを
確認している．

　23）外性的ショックが最も大きかったであろう
1992年～1994年目ついては比較可能なデータが無く，

分析を行うことが出来ない恨みがある．

　24）　これはRoshina　and　Boikov（2006）よりも強く

所得変数の影響を否定する結果である．本研究のプー

ルド・ロジット分析において所得に関わる変数（実質

所得および等価尺度表示の実質所得）の自乗項を導入

しない（Roshina　and　Boikov，2006と同じ所得変数の特

定化を踏襲した）形の推計を行うと，所得変数は5％

水準で有意になる（支出はいずれも有意ではない）．こ

こでは所得の自乗項を導入しないRoshina　and　Boikov

（2006）の特定化自体に疑問があることを指摘せねばな

らない．さらに，所得について平均値から4標準偏差

以上乖離した異常値を排除して分析すると，自乗項を

導入しない場合であっても全く有意ではなくなること

を確認しており，データそのものに対するRoshina
and　Boikov（2005）の対処に疑問を覚える次第である．

ちなみに本稿の分析については，量的変数について平

均から4標準偏差以上乖離するケースを除去した場合

もほぼ同様の結果を与える（有意な変数とその効き方

は同一である）．なおクロスセクション分析では，本

稿の結果と同様自乗項を導入しなくとも所得変数は有

意ではない．

　25）　オーストリア・ベルギー・デンマーク・フィ

ンランド・フランス・ドイツ・ギリシア・アイスラン

ド・アイルランド・イタリア・ルクセンブルク・オラ

ンダ・ノルウェー・ポルトガル・スペイン・スウェー

デン・スイス・英国。

　26）　だがそのように位置づけるにしても，何故移

行諸国がOECD諸国よりも急速にTFRを低下させ
たのか，という点は説明を要する．

　27）　Federal’nyi　zakon　ot　5　dekabrya　2006，　No，

207－FZ　o　bnesenii　izmenenii　v　otdernye　akty　Rossiis－

koi　Federatsii　v　chasti　gosudarstvennoi　podderzhki

grazhdan，　imeyushchikh　deteL育児手当等は一律700

ルーブル（3ρ00円前後，当時）であった旧規定から第

一子1，500ルーブル（7，000円前後，同）・第二子以降

3ρ00ルーブル（1万5千割弱，同）と改訂された．

Federarnyi　zakon　ot　l　marta　2008，　No．18－FZ　o

vnesenii　izmenenii　v　otdel’nye　zakonodaternye　akty

Rossiiskoi　Federatsii　v　tselyakh　povysheniya　razmer－

ov　otdernykh　vidov　sotsiarnykh　vyplat　i　stoimosti

nabora　sotsialhykh　uslugの如く，この金額は基本的

にインフレーション率に合わせて改訂される，

　28）　Federalhyi　zakon　ot　29　dekabrya　2006，　No．

256－FZ　o　dopolniternykh　merakh　gosudarstvennoi

podderzhki　semeL　imeyushchikh　detei．これについて

邦文では溝口（2007）が簡便に紹介している．

　29）　この金額も育児手当同様，毎年インデクセー

ションにより改訂される．Ro∬叢々砂σgα2θ砿Feb．14，

2008．

　30）　Kontseptsiya　demogra五cheskoi　politiki　RF　do

2025g，90ktyabrya　2007　No．1351．

　31）　1勿θ5垣yα，ノ％π61，2007；1～o∬切々のノαgα之θ醜Dec，

25，2007．

　32）Rosstat提供内部資料，

　33）Rosstat　Webサイ　ト，　http＝／／db2．　gks，　ru／

visua12／，2009年9月30日アクセス．
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